平成22年9月29日

「（仮称）国分寺市湧水・地下水保全条例」（素案）への意見（パブリック・コメント）

畑中久美子

住所：●●（省略）

電話：●●（省略）
「（仮称）国分寺市湧水・地下水保全条例」（素案）に対し、以下Ⅰ～Ⅲまで3点の意
見を申し述べます。

Ⅰ.（湧水源の保全）第10条に対する意見
1. 第10条第1項の問題点
素案第10条第1項は、現行のまちづくり条例第71条関係別表第3の9の規定と矛盾しています。現段階でまちづくり条例の改正を見越して新条例を策定することは、議会制民主主義の理念に反し、条例遵守義務に反します。
　　以下に意見の根拠を申し述べます。

「（仮称）国分寺市湧水・地下水保全条例」（素案）第10条第1項およびその解説によると、国分寺崖線区域内の湧水源周辺における礫層構造物等設置者に対して、建築物の基礎工法が湧水・地下水に及ぼす影響の事前評価およびその結果の公表や、湧水源・地下水位の観測およびその結果の公表を求める措置については、市長がその必要の有無を判断する内容となっており、市長が必要なしと判断した場合は、上記の公表を行わなくてもよいことになってしまいます。また、第10条第1項の解説においては、「具体的には、市まちづくり条例第71条の規定に基づく」と解説されています。

しかしながら、現行の市まちづくり条例には、上記の措置について「市長が必要と認めるときには」という規定はありません。
---------------
＜市まちづくり条例第71条関係別表第3の9＞
規則で定める区域内で礫層に及ぶ構造物を設ける行為及びその関連行為を伴うものについては、
ア　規則で定めるところにより，開発区域の地下水位及び湧水源の観測を行うこと。
イ　建築物の基礎工法が湧水に及ぼす影響について，規則で定めるところにより，事前評価を行うとともにその結果を公表すること。
---------------

規則で定める区域(観測区域)は，市まちづくり条例施行規則別表第4の5の（1）および別表第5に明記されています。
すなわち、現行のまちづくり条例および施行規則には、地下水位・湧水源の観測と事前評価・結果公表を必ず行わなければならない区域が定められているのであって、市長がその必要の有無を判断する権限を認めてはおりません。観測区域として定められた区域内において、市長の判断次第で、観測と事前評価・結果公表が不要とされうる新条例案（湧水・地下水保全条例案）の規定は、あきらかに現行のまちづくり条例と矛盾しています。
現在、市がまちづくり条例別表第3の改正を目論んでいることは承知していますが、まちづくり市民会議は、規則で定める区域内では必ず地下水位・湧水源の観測と事前評価・結果公表を行うという現行まちづくり条例規定を維持すべきことを答申しています。また、同規定に関する改正条文案は未だ市議会には上程されておらず、大綱が示されたにすぎません。市議会の承認はおろか審議も始まっていない段階では現行条例が遵守されるべきであり、新条例案（湧水・地下水保全条例案）に現行条例と矛盾する規定を盛り込むことは、明らかに条例遵守義務に反します。
2.第10条第5項の問題点
本素案において、「国分寺市湧水等保全審議会」に対して市長が意見を聞くことができる項目は、第10条第2項と第3項に限定されており、第1項に関する必要性の有無は、市民や識見を有する者の意見を聞くことなく、市長が独断で判断することになってしまいます。このような仕組みをひとたび作ってしまえば、公権力の暴走に対するチェック機能は失われ、行政と事業者の癒着や不正な便宜供与等、忌むべき弊害を招くもととなります。
Ⅱ.（災害時の利用）第13条第2項が突如削除されたことに対する意見
素案第13条第2項の内容は、6月に開催された市民報告会で示されていたにもかかわらず、今回の素案では削除されていますが、この削除に反対します。第13条第2項は、発災時における共助の重要性を市民に訴えかけるきわめて優れた啓蒙ですので、この条項を復活させるべきです。

　以下、1）から7）にわたって、意見の根拠について申し述べます。

1）第13条第2項について
平成22年5月21日の「国分寺市緑の基本計画見直し等検討協議会」で示された素案の第13条第2項には、「井戸の所有者及び利用者は、災害時に公益的な利用ができるよう努めるものとする。」とあり、「地下水は市民共有の財産であり、災害時には、市が管理するむかしの井戸を補完するものとして、個人所有の井戸が重要な水源となることが想定されます。このため、災害等における共助の観点から、井戸の所有者の理解のもとで、公益的な利用への協力を求めることとします。」と解説されていました。
また、平成22年6月15日、16日、18日の3日間にわたる市民報告会で示された条例素案骨子には、第13条の二項目に「個人所有の井戸について、災害時における井戸の公益的な利用への協力を規定する。」とあり、5月21日素案と同様の解説が市民に示されました。

2）阪神・淡路大震災における民間所有井戸の役割

1995年1月17日の阪神・淡路大震災の被災地においては、民間所有の井戸や農業用地下水が自発的に、かつ同時多発的に開放され、このことにより、多くの被災者が救われたことは周知のとおりです。私自身、阪神・淡路大震災の被災者ですが、災害下での生活は過酷を極め、特に、給水所の長蛇の列に長時間並び続け、重たい水を運んで何往復も歩き続ける作業は被災者を疲労困ぱいさせました。発災当初、公的な応急給水にのみ頼っていた時は、給水施設への距離も遠く、給水口の数が少ないために、厳寒の中、長時間にわたって列に並んで立ち続けなければなりませんでした。それは健康や命さえも脅かされる、まさに危機的状況そのものでした。
その状況の中で、民間所有の井戸や農業用地下水が自発的に、かつ同時多発的に開放されたことで給水口の数が爆発的に増え、長蛇の列からも解放され、水を得る水源が増えたことによる安心感から精神的な安定を得ることができました。同時に、水を運ぶ距離も短くなり、疲労の度合いも軽減されました。民間所有の井戸や農業用地下水が開放されたことが、結果として人的二次災害を防いだと言って過言ではありません。
3）第13条第2項はきわめて優れた啓蒙
ひとたび地震災害に見舞われ、家庭の水道の蛇口から水が出なくなれば、人は必ずや、より近い場所に水を求めて、より多くの水源を求めて、井戸を所有している家の門を叩くことになります。このことは、断水時には必ずやそうなることとして、行政も市民も、平時から想定しておくべきことです。

条例素案第13条第2項はその想定に基づき、地下水が市民共有の財産であるという考え方を明確に示した上で、行政設置の防災井戸と民間所有井戸が互いに補完しあう重要な水源であると位置づけ、井戸水を被災者に提供することを呼びかける内容となっています。発災時における共助の重要性を市民に訴えかけるきわめて優れた啓蒙であり、市民の命と安全を守るべき行政の強い責任感と高い見識がはっきりと示されています。

国分寺市には個人所有の井戸が多く残っており、その井戸の使用実態を私どもが数年前に調査した際も、多くの井戸所有者が、災害時の井戸水利用に備え、近隣に井戸水を分けることを視野に入れながら、井戸をいつでも使える状態に保つ努力を重ねていることがわかりました。井戸のメンテナンスとともに、水を使って自前で炊き出しを行うために、井戸の傍らにカマドも設置し、自らその訓練を行っているお宅もありました。第13条第2項に共鳴し、呼びかけに応える気概のある市民が大勢いることを、私どもは実感しています。
4）第13条第2項削除の盲点
しかしながら、平成22年6月30日の「国分寺市緑の基本計画見直し等検討協議会」で示された素案において、第13条第2項が突如削除されました。6月に市民報告会で説明された内容に反して、パブリックコメント公表資料の条例素案においても、市民になんら説明のないまま同項が削除されてしまいました。この削除には反対です。
第13条第2項は、決して、民間所有井戸の公益的な利用を強制するものではなく、イザという時に備えての協力を求める内容であり、平素からその心積もりを促すという意味でも、まことに的確な啓蒙であります。この条項を削除してしまう理由がどこにあるのか、まったく理解できません。市民に一旦示した見識をこっそりと削るとは、単に条文がひとつ消えただけではありません。これは行政としての防災理念の後退であり、責任放棄に他なりません。
災害で断水した時に、飲み水と生活水が被災市民に行きわたるだけの「貯水量」が確保できたとしても、それを取り出す口が平時よりも極端に減ってしまえば、水は被災者に行きわたりません。災害下の応急給水における最大の問題はそこにあるということを、行政はしっかりと認識しなければなりません。行政の責務は、単に貯水量を確保することだけではなく、水を供給する給水口を増やす体制を作ることです。

市内のむかしの井戸を24時間汲み出し続け、公立学校のプールを浄水し続け、公設の給水所で給水を続けたとしても、公的給水拠点の水の取り出し口はせいぜい数十ヶ所です。水の総量は確保できても、たった数十ヶ所の給水口で被災市民に必要な水を配り切ることは、到底不可能です。国分寺市の発災時応急給水計画の盲点は、まさにこの点にあります。
5）国分寺市の発災時応急給水計画の盲点
国分寺市の発災時応急給水計画には、備蓄水の総量の計算はありますが、市民一人一人に水を配分する際の供給能力についての検証がまったく行われておりません。ここに最大の落とし穴があります。
6月30日の「国分寺市緑の基本計画見直し等検討協議会」において、湧水・地下水保全条例策定の所管課である「緑と水と公園課」は、第13条第2項を削除した理由について、「発災による断水時の生活水の供給は、むかしの井戸で十分であるとくらしの安全課が見解を示したから」との答弁を行いましたが、むかしの井戸で十分とする根拠については「聞いていない」とのことでしたので、市議会議員がくらしの安全課にヒアリングを行いました。添付の資料は、その際、くらしの安全課が提示した資料です。（8ぺージに添付）
この資料には、地震災害時の国分寺市の断水率を28.7％と想定した場合の必要水量等と、災害時の水備蓄状況が示されています。

「断水率28.7％」と想定した根拠は、平成18年5月に東京都が公表した「首都直下地震による東京の被害想定報告書（平成18年5月）本編7　区市町村別被害想定結果」に、都内区市町村別のライフライン被害想定が載っており、「多摩直下地震　Ｍ７．３　 風速６m/s」を想定した際の国分寺市の上水道断水率が28.7％と予測されています。（同報告書93ページ）くらしの安全課が示した「国分寺市の断水率28.7％」は、この数値をそのまま借りてきたものです。

「断水率28.7％」を前提とし、断水地域人口は33,384人、一人一日に必要な水は飲料水3リットル・生活用水30リットルとして、断水時に必要な水の総量は1,101,672リットル／日と計算しています。これに対して、市の備蓄水は、ペットボトル水・浄水所2箇所の確保水量の合計が10,093,000リットル、市内公立学校16校のプール容量の合計が4,952,000リットルであるので、必要な水の総量は十分に足りるという構図が示されています。（参考までに、断水率100％であれば、一日に必要な水は3,838,494リットルとなり、備蓄水の総合計15,045,000リットルは4日足らずで空になります）

「断水率28.7％」を前提とした時、備蓄水の総量は確かに足りる計算ですが、被災市民一人一人に実際に水を配分する際、一日にどれだけの量の水を配る能力があるのかという検証が一切示されておりません。
6）応急給水能力の検証（畑中による試算）
手漕ぎポンプによるむかしの井戸（19ヶ所）は、10リットルの水を汲み出すのに約1分かかります。プールの水を浄化する装置（34台）の供給能力は、1時間あたり500リットル（国分寺市公表）が限界です。市内浄水所の貯蓄水を配分する施設は、2ヶ所の給水所と5ヶ所の耐震消火栓と2台の給水車の、合計九つしかありません。

たったこれだけの公設給水施設で、一日にどれだけの量の給水能力があるのか、以下に試算を示します。（畑中による試算）
------------
●むかしの井戸19ヶ所（動力ポンプなし、手漕ぎで24時間フル稼働させたとして）：
10リットル/分×60分×24時間給水×19ヶ所＝273.6トン

●公立学校プールの浄化水（浄水器34台　動力ポンプなし、手漕ぎで24時間フル稼働させたとして）：
500リットル/時×24時間給水×34機＝408トン
●上水道給水口9ヶ所（大口径で圧力の高い給水ホースが使われるとして）：
80リットル/分　×60分×8時間給水×9ヶ所＝345.6トン
※家庭の水道蛇口では、全開にしても毎分15リットル程度の給水力ですが、その5倍以上の能力を想定）

273.6トン＋408トン＋345.6トン＝1,027.2トン（1,027,200リットル）
--------------
　断水率28.7％を前提として、国分寺市が一日に必要だとする約1,102トンに対して75トンほど足りませんが、一人あたりの給水量を30リットルとすれば、ほぼ充足できる計算になります。
　しかしこれは、むかしの井戸と浄水器（いずれも動力なしの手動式）を24時間、絶え間なく手でこぎ続けることを前提とします。むかしの井戸と浄水器が全て故障なく24時間連続で作動できることを前提とします。さらに、市内の給水拠点それぞれの能力に見合った人数が、すべての給水拠点にほどよくちらばってくれて初めて成り立つ試算です。
　つまり、こんなことは実際には不可能です。行政が「量はある」とタカをくくって、水の取り出し口を増やす手当てを怠れば、それはもはや人災というべき災害となります。
7）第13条第2項を復活すべき
被災市民は、水の取り出し口がたった数十ヶ所しかない給水施設でおとなしく並び続けることよりも、より近い場所に水を求めて、より多くの水源を求めて、より確実に水を得られる場所を求めて、井戸を所有している家の門を叩くことを必ず選びます。それに対して、井戸所有者が門を閉ざして井戸水を独り占めにしようものなら、必ず、人的二次災害が起きることになります。だからこそ、地下水は市民共有の財産であることを日ごろから啓蒙し、イザという時の協力を求め、平素からその心積もりを促すことが重要なのです。
行政がこうした啓蒙を行うことではじめて、災害時の民間井戸使用についてのルール作りが動き始めます。水を求める被災市民に門を叩かれて水を分けないわけには行かない以上、井戸を開放する時間帯・給水方法・水を分けてもらえる地区など、井戸所有者の側の生活を守るためのルールをあらかじめ作っておくことが不可欠です。多くの井戸所有者には、災害時に井戸を開放する準備が既に潜在しています。この善意の人々の生活がいたずらに踏み荒らされないように守る必要があります。ルール作りのニーズは、井戸所有者の側にあるということを、行政はしっかりと認識すべきです。

それが行政の責務です。第13条第2項は極めて優れた条文です。この条文を復活させるべきです。
Ⅲ.（湧水等保全審議会の設置及び組織）第15条第3項に対する意見
湧水・地下水に関する施策について市長が諮問を行う附属機関の構成員規定は、市民の参加を保障するものでなければなりません。「市内で緑、湧水、地下水、井戸等の保全活動をしている団体の代表者」を第15条第3項に盛り込むべきで、その人数は、「緑の基本計画見直し等検討協議会」が結論づけた2名が妥当と考えます。
以下、1）2）において、意見の根拠について申し述べます。

1）「湧水等保全審議会」の構成員から「市民」が削除された件について

パブリックコメント前の最後の「国分寺市緑の基本計画見直し等検討協議会」が8月23日に開催されましたが、この土壇場に来て、素案にはまたもや重大な変更があり、湧水・地下水に関する施策について市長が諮問を行う附属機関の構成員を「識見を有する者」だけに限定し、6月30日の素案にはあった「市民」（市内で緑、湧水、地下水、井戸等の保全活動をしている団体の代表者）が削除されてしまいました。

この素案が今回のパブリックコメントの公表資料としてそのまま公開されました。すなわち、市民が参加することを保障しない内容になっており、これは自治基本条例に違反している疑いがもたれます。
　6月30日の素案では「湧水等保全検討会議」を設置する規定があり、湧水および地下水の保全に関する事項等を検討するために市長が設置し、検討会議は市長の諮問に応じ、湧水および地下水に関する事項について調査検討し、結果を市長に答申する市の附属機関として位置づけられています。
検討会議の構成員は、委員7名以内で、そのうちわけは
（1）市内で緑、湧水、地下水、井戸等の保全活動をしている団体の代表者　2名以内
（2）識見を有する者　5名以内
とされていました。
5月の時点での素案では、この構成員が5名以内となっており、（1）は1名以内、（2）が4名以内でしたが、緑の基本計画見直し等検討協議会で「これでは市民が少なすぎる」という意見が出て、6月30日の素案では、（1）が2名以内、（2）が5名以内に変更されました。
　ところが、最終素案では会議の名称が「湧水等保全審議会」にかわったのみならず、「市民団体からの委員」が削られ、「識見を有する者」のみ5名となっていました。「緑の基本計画見直し等検討協議会」の委員からは猛反発が出ましたが、所管課の緑と水と公園課は、「市内で緑、湧水、地下水、井戸等の保全活動をしている団体の代表者」にも識見を有する者がいるからそこに含まれる、市民を排除したものではない」という答弁をひたすら繰り返していました。
これは全くの詭弁であって、そもそも市長の諮問機関について定める条例において「市民委員何名以内」などという規定があるのは、市民が施策決定に参加する権利を保障した規定、つまり権利規定なのですから、これを削除したということは、市民の権利規定を削除したということです。この素案では、市の附属機関に市民が参加する権利が保障されておらず、自治基本条例違反の疑いが濃厚と言わざるをえません。
2）施策の決定に市民参加を保障しない条例は自治基本条例違反
自治基本条例は、主権は市民にあること、市民生活に影響を与える施策決定に市民が参加することを市が保障しなければならないことをうたっており、言うまでもなく、行政がこの理念を必ず守らなければならない基本条例です。

自治基本条例第 6条では、市民生活又は地域に影響を及ぼす重要な施策及び制度の導入において、政策の立案、 実施及び評価のそれぞれの過程において参加の権利が保障されなければならないと定められています。
また、自治基本条例第 7条では、市は、前条に定める参加の権利を保障するため、事案に応じ次の各号のいずれかの方法を用いることが規定されています。
(1) 市の附属機関への委員としての参加
(2) 公聴会，説明会， 懇談会等への参加
(3) 個別の施策又は課題について検討を行うことへの参加
(4) パブリック・コメントへの参加
(5) アンケート調査その他必要と認める方法への参加

　湧水・地下水に関する施策は市民生活又は地域に影響を及ぼす重要な施策であり、市長が施策を決定するにあたっては、当然、市民の参加が保障されなければならないはずです。
　参加の方法は、第7条に規定された（1）から（5）までのいずれかの方法でよいという規定ですが、個々の開発事業おける湧水・地下水への影響について検討し、市長が事業者に対しどのような指導を行うかという意思決定をするにあたって「市民」が意見を述べる機会は、(1) の「市の附属機関への委員としての参加」以外にはありません。公聴会は開発区域の近隣住民に限定されますし、個々の開発事業について「市」がみずから懇親会や説明会を開催することはなく、パブリックコメントの実施もありません、個別の案件にアンケート調査が実施されることもありません。

湧水・地下水に関する施策について市長が諮問を行う附属機関の構成員規定は、市民の参加を排除していないというだけでは不十分で、市民の参加を保障するものでなければなりません。
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